
（平成２１年２月４日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 5 件

厚生年金関係 5 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 17 件

国民年金関係 11 件

厚生年金関係 6 件

年金記録確認滋賀地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



滋賀厚生年金 事案 241 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ本社における資格取得日に

係る記録を昭和 50 年６月 30 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 20 万円

とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 50 年６月 30 日から同年７月１日まで 

社会保険庁の記録では、昭和 50 年６月 30 日から同年７月１日までの期

間、厚生年金保険の空白期間があるが、この期間はＡ社Ｃ事務所から同社

Ｂ本社に転勤した時期である（昭和 50 年６月 30 日付け）。 

昭和 37 年４月からＡ社に継続して勤務しているので、厚生年金保険の被

保険者であったことを認めてほしい。 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録、Ａ健康保険組合から提出された健康保険被保険者資格取

得証明書及びＡ社労務課長の証言などから判断すると、申立人がＡ社に継続

して勤務し（昭和 50 年６月 30 日に同社Ｃ事務所から同社Ｂ本社に異動）、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ本社における

昭和 50 年７月の社会保険事務所の記録から、20 万円とすることが妥当であ

る。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、厚生年金保険被保険者資格取得届における資格取得日を誤って昭和

50 年７月１日として届け出たことを認めており、その結果、社会保険事務所

は、申立人に係る同年６月の保険料について納入の告知を行っておらず、事

業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められ

る。



滋賀厚生年金 事案 242 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ事業所における被保険者記録のうち、

申立期間に係る資格喪失日（昭和 44 年８月１日）及び資格取得日（45 年２月

１日）を取り消し、申立期間の標準報酬月額を２万 6,000 円とすることが必要

である。 

   なお、事業主は申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

    氏    名 ：  女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44 年８月１日から 45 年２月１日まで 

    私は、昭和 41 年３月１日から 48 年 11 月１日まで、Ａ事業所に継続して

勤務していたのに、社会保険事務所でこの期間について照会をしたところ、

44年８月１日から45年２月１日までは厚生年金保険の加入記録が無いとの

回答であった。 

しかし、雇用保険の記録を確認しても 44 年８月１日に離職していないし、

継続して勤務していたことは間違いないので、厚生年金保険の被保険者期間

として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は社会保険事務所の記録では、Ａ事業所において昭和 41 年３月１日

に厚生年金保険の被保険者資格を取得し、44 年８月１日に資格を喪失後、45

年２月１日に同事業所において再度、資格を取得しており、44 年８月から 45

年１月までの申立期間の被保険者記録が無いことが確認できる。 

しかし、申立人の雇用保険の記録から、申立人が申立期間においてＡ事業所

に継続して勤務していたことが確認できるほか、現在の事業主（申立期間当時

の事業主の妻）及び元同僚は、「申立人は昭和 41 年３月１日から 48 年 11 月

１日まで、同じように朝から夕方まで勤務していた。途中で退職などしていな

い。」と供述しており、元同僚は、申立期間において厚生年金保険の記録が継



続している。 

これらを総合的に判断すると、申立人が申立期間においてＡ事業所に勤務し、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立期間前後の社会保険事務所

の記録から２万 6,000 円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主から申立人に係る被保険者資格の喪失届や取得届が提出されてい

ないにもかかわらず、社会保険事務所がこれを記録することは考え難いことか

ら、事業主が社会保険事務所の記録どおりの資格の喪失及び取得の届出を行っ

ており、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 44 年８月から 45

年１月までの保険料の納入の告知を行っておらず、（社会保険事務所が納入の

告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険

料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。



滋賀厚生年金 事案 243 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 39 年４月１日から同年６月１日までの期

間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認められ

ることから、申立人の資格取得日に係る記録を昭和 39 年４月１日に、資格喪

失日に係る記録を同年６月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を１万

4,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39 年３月１日から同年６月１日まで 

  私は、昭和 39 年３月１日にＡ(現在は、Ｂ株式会社。)に臨時雇用員とし

て採用され、同年４月１日に試用員となったのに、社会保険庁の記録では、

本採用となった 39 年６月１日からしか厚生年金保険の記録が無いとされて

いる。しかし、私の同期生は、当初は私と同じ同年６月１日からしか厚生年

金保険の記録が確認できないとされていたが、後に同年４月１日からの厚生

年金保険の被保険者期間が見付かり訂正されているので、納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ株式会社の申立人及び申立てに係る同期生の「職歴に関する証明書」並び

に事業主の証言から、申立人は昭和 39 年４月１日に同期生と同じ試用員とし

て、Ｃ支社Ｄ所に勤務していたことが認められる。 

また、申立人と同時期に当該事業所に勤務し、同じ業務に従事していたと

される同僚には、厚生年金保険の被保険者としての記録が存在する。 

さらに、事業主は、「試用員は、採用を前提にしての雇用ですので、厚生年

金保険に加入させていた。」と証言している。 

これらを総合的に勘案すると、申立人は当該期間において事業主により厚

生年金保険料を控除されていたと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、上記同僚の記録から１万 4,000



円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かにつ

いては、事業主は不明としているが、仮に、事業主から申立人に係る被保険

者資格の取得届が提出された場合には、その後被保険者資格の喪失届を提出

する機会があったこととなるが、いずれの機会においても社会保険事務所が

当該届出を記録しておらず、これは通常の事務処理では考え難いことから、

事業主から当該社会保険事務所へ資格の得喪に係る届出は行われておらず、

その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 39 年４月及び同年５月の保

険料についての納入の告知を行っておらず、事業主は申立期間に係る保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

一方、昭和 39 年３月１日から同年３月 31 日までの期間については、当該

事業所に臨時雇用員として採用された期間であり、事業主からは、「臨時雇用

員に関しては、あくまで臨時の雇用であり、厚生年金保険の加入対象者では

なかった。」旨の回答を得ている。 

このほか、申立人が当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として当該期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



滋賀厚生年金 事案 244 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたと認められることから、申立人の資格取得日に係る記録を昭和 39年４月

１日に、資格喪失日に係る記録を同年６月１日に訂正し、申立期間の標準報

酬月額を１万 4,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39年４月１日から同年６月１日まで 

  私は、昭和 39 年４月１日にＡ(現在は、Ｂ株式会社。)に試用員として採

用されたのに、社会保険庁の記録では、本採用となった 39 年６月１日から

しか厚生年金保険の記録が無いとされている。しかし、同期生は、同年４月

１日から厚生年金保険の被保険者期間とされているので、納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ株式会社の申立人及び申立てに係る同期生の「職歴に関する証明書」並び

に事業主の証言から、申立人は昭和 39年４月１日に同期生と同じ試用員とし

て、Ｃ支社Ｄ所に勤務していたことが認められる。 

また、申立人と同時期に当該事業所に勤務し、同じ業務に従事していたと

される同僚には、厚生年金保険の被保険者としての記録が存在する。 

さらに、事業主は、「試用員は、採用を前提にしての雇用ですので、厚生年

金保険に加入させていた。」と証言している。 

これらを総合的に勘案すると、申立人は申立期間において事業主により厚

生年金保険料を控除されていたと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、上記同僚の記録から１万 4,000

円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かにつ

いては、事業主は不明としているが、仮に、事業主から申立人に係る被保険



者資格の取得届が提出された場合には、その後被保険者資格の喪失届を提出

する機会があったこととなるが、いずれの機会においても社会保険事務所が

当該届出を記録しておらず、これは通常の事務処理では考え難いことから、

事業主から当該社会保険事務所へ資格の得喪は行われておらず、その結果、

社会保険事務所は申立人に係る昭和 39 年４月及び同年５月の保険料につい

ての納入の告知を行っておらず、事業主は申立期間に係る保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 



滋賀厚生年金 事案 245 

 

第１ 委員会の結論 

   事業主は、申立人が昭和 30 年９月１日に資格を取得し、31 年 12 月 10 日に

資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所に対し行ったことが認められるこ

とから、当該期間に係る厚生年金保険被保険者資格取得日及び喪失日の記録を

訂正することが必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、昭和 30 年９月から 31 年９月ま

での期間は 4,000 円、同年 10 月から同年 11 月までの期間は 5,000 円とするこ

とが必要である。 

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 30 年４月１日から 31 年 12 月まで 

    昭和 30 年３月にＡ市内の中学校を卒業後、学校の紹介でＢ社という印刷

会社に就職し、厚生年金保険に加入したのに加入記録が無い。 

一緒に勤務した人の名前も覚えているし、給与から保険料を引かれていた

ことも覚えているので、申立期間を厚生年金保険の加入期間と認めてほしい。 

                 

第３ 委員会の判断の理由 

    複数の同僚の証言及び従事した業務内容等に関する申立人の供述内容から

判断すると、申立人がＢ社に勤務していたことが認められる。 

    申立期間のうち、昭和 30 年９月１日から 31 年 12 月 10 日までの期間につい

て、社会保険事務所の保管するＡ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿にお

いて、申立人の旧氏名は、「ＣＤ」であるが、「ＣＥ」という氏名の被保険者

記録が確認でき、これについて、申立人及び複数の同僚は、「申立人以外に「Ｃ」

姓の者はいなかった。」と証言している。                       

    また、同被保険者記録の生年月日は昭和 14 年○月Ｆ日となっており、申立

人の生年月日の同年○月Ｇ日とは、日にちが違っているが、当該被保険者記録

は基礎年金番号が付されてなく、該当する年金受給者も見当たらず、加入期間

も申立人の申立期間とほぼ一致していることから同記録は申立人に係るもの

であると推認することができる。 



 これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人が昭和 30 年９月１日に厚

生年金保険被保険者の資格を取得し、31 年 12 月 10 日に資格を喪失した旨の

届出を社会保険事務所に行ったことが認められる。                   

なお、当該期間の標準報酬月額については、社会保険事務所が保管する被保

険者名簿から、昭和 30 年９月から 31 年９月までの期間は 4,000 円、31 年 10

月から 11 月までの期間は 5,000 円とすることが妥当である。 



滋賀国民年金 事案 451 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成３年 11 月から 12 年７月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成３年 11 月から 12 年７月まで 

    社会保険事務所に国民年金保険料の納付状況を照会したところ、申立期間

について、納付事実が確認できないとの回答をもらった。  

Ａ村役場（現在はＢ市Ａ支所）において、国民健康保険に加入する際に「国

民健康保険と国民年金はセットで加入するものだから」と役場職員から説明

を受け、国民健康保険と一緒に加入手続を行い、保険料を納付していた覚え

もあるので、未加入となっていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が、申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことを

うかがわせる周辺事情も見当たらない。 

また、申立人は、Ａ村役場において国民年金加入手続を行ったとしている

が、申立期間は未加入期間とされており、戸籍の附票から申立人がＡ村に転入

したのは平成７年９月 25 日であることが確認できることから、それ以前はＡ

村役場において加入手続を行うことはできず、転入時点で加入手続を行ったと

しても申立期間のうち５年６月以前は時効により納付できない期間である。 

さらに、申立人が国民年金保険料を滞納したときには、役場職員が自宅へ

徴収に訪れ、国民年金保険料を納付したことを記憶していると申し立てている

が、Ｂ市では、申立人が記憶している職員は、当時、国民健康保険の保険料の

徴収に携わっていたものの、国民年金保険料徴収事務には関与したことがなか

ったとしており、申立人の記憶と相違する。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。



滋賀国民年金 事案 452 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成５年９月から６年２月までの国民年金保険料については、免除

されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 48 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成５年９月から６年２月まで 

    社会保険事務所に国民年金保険料の免除記録を照会したところ、申立期間

は未納となっているとの回答をもらった。  

平成５年９月ごろに国民年金加入の勧奨通知が届き、自宅近くのＡ自治会

館で加入手続とともに、同年８月分の国民年金保険料を納付した。その直後

にＢ町役場で免除申請の手続をした記憶があるので、申立期間について、免

除期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が、申立期間の国民年金保険料の免除申請をしたことを示す関連資

料が無く、ほかに申立期間の国民年金保険料の免除申請をしていたことをうか

がわせる周辺事情も見当たらない。 

また、Ｂ町役場が保管している申立人に係る国民年金被保険者名簿を確認

しても、申立期間について申請免除の記録は無く、社会保険庁の記録と一致し

ている。 

さらに、申立人は、平成５年８月分の国民年金保険料を同年９月ごろに納

付したと主張しているが、社会保険庁の記録では、申立人から、６年 12 月 28

日に免除期間である同年４月分の保険料が納付されたため、社会保険庁におい

てこれを未納であった５年８月分の保険料に充当し、この際生じた保険料還付

金 600 円を７年 11 月７日に申立人の銀行口座に振り込んでいることが確認で

きるなど、申立内容には不合理な点がみられる。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたものと認めること

はできない。



滋賀国民年金 事案 453 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36 年４月から 37 年１月までの期間、同年３月から 38 年 12 月

までの期間、39 年５月から 43 年 10 月までの期間及び 44 年６月から 46 年９月

までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることはで

きない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36 年４月から 37 年１月まで 

             ② 昭和 37 年３月から 38 年 12 月まで 

             ③ 昭和 39 年５月から 43 年 10 月まで 

             ④ 昭和 44 年６月から 46 年９月まで 

    昭和 47 年 10 月 21 日に、Ａ市役所Ｂ支所に出向き、夫婦で国民年金の加

入手続を行い、申立期間の保険料を過去にさかのぼり、まとめて納付したの

で申立期間が未納とされていることには納得できない。納付記録を訂正して

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかが

わせる周辺事情も見当たらない。 

また、申立人は、申立期間の保険料について、国民年金の加入手続をした昭

和 47 年 10 月 21 日にＡ市役所Ｂ支所でまとめて納付したとしているが、この

時点において、申立期間①、②、③及び④の一部（44 年６月から 45 年６月ま

で）については、時効により納付することができない期間である。 

さらに、申立期間④のうち昭和 45 年７月から 46 年９月までの保険料は過年

度保険料となるため、Ａ市役所Ｂ支所では納付することはできない。 

加えて、申立人が所持している国民年金保険料領収証から、昭和 46 年 10

月から 47 年３月までの保険料を、48 年 12 月 27 日に過年度納付していたこと

が確認できること、及び社会保険事務所の保管する国民年金高齢任意加入申出

書記録から、申立人が平成 14 年９月に高齢任意加入届出を行っていることが



確認でき、この時点で、申立期間が未納であったため老齢基礎年金の受給資格

を満たしていないことを申立人自身が認識していたと考えるのが自然である

ことなど、その申立内容には整合性がない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。



滋賀国民年金 事案 454 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 42 年７月から 43 年 10 月までの期間及び 44 年６月から 47 年

３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 42 年７月から 43 年 10 月まで 

             ② 昭和 44 年６月から 47 年３月まで 

    昭和 47 年 10 月 21 日に、Ａ市役所Ｂ支所に出向き、夫が夫婦の国民年金

の加入手続を行い、申立期間のうち、婚姻後の昭和 42 年９月以降の保険料

を過去にさかのぼり、まとめて納付したので申立期間が未納とされているこ

とには納得できない。 

また、申立期間のうち昭和 42 年７月及び同年８月分の保険料については、

当時、居住していたＣ県Ｄ市で実母が国民年金の加入手続をし、保険料を納

付していた。記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の夫が、申立人の申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示

す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納

付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 
また、申立人は、婚姻後の申立期間の保険料について、国民年金の加入手続

をした昭和 47 年 10 月 21 日に、Ａ市役所Ｂ支所でまとめて納付したとしてい

るが、この時点において、申立期間①及び②の一部（44 年６月から 45 年６月

まで）については、時効により納付することができない期間である。 

さらに、申立期間②のうち昭和 45 年７月から 47 年３月までの保険料は過年

度保険料となるため、Ａ市役所Ｂ支所では納付することはできない。 

加えて、申立人は、申立期間①のうち婚姻前の昭和 42 年７月及び同年８月

の分については、当時、居住していたＣ県Ｄ市で実母が加入手続をし、保険料

を納付したとしているが、申立人の実母が申立人の国民年金保険料を納付して

いたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、また、申立人自身

は国民年金保険料の納付に関与しておらず、申立人の実母も既に死亡している



ため、保険料の納付状況等が不明である。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



滋賀国民年金 事案 455 

 
第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 41 年 12 月から 44 年２月までの国民年金保険料については納

付していたものと認めることはできない。 
 

第２ 申立の要旨等 
  １ 申立人の氏名等 
    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

    住 所 ：  

     
  ２ 申立内容の要旨 
    申 立 期 間 ： 昭和 41 年 12 月から 44 年２月まで 

    私は、昭和39年８月から44年２月まで、Ａ市Ｂ区のＣ商店で働いていた。

家族同様の扱いで働いていたので、私が 20 歳になった昭和 41 年 12 月から

退職した 44 年２月まで、店主（世帯主）が国民年金保険料を給与から控除

し納付してくれていたと思う。しかし、申立期間の国民年金保険料の納付状

況について確認したところ納付事実が確認できなかったとの回答をもらっ

た。納得できないので納付を認めてほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 
Ｃ商店の店主（世帯主）が、申立人の国民年金保険料を納付していたことを

示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人自身は国民年金保険料

の納付に関与しておらず、Ｃ商店の店主も既に死亡しているため、保険料の納

付状況等が不明である。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、平成元年４月に設置されたＤ社会

保険事務所で払い出されていることが確認できることから、申立期間は、国民

年金の未加入期間となり、制度上保険料を納付することはできず、別の国民年

金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関係資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。



滋賀国民年金 事案 456 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成５年５月から８年３月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等   

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 48 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成５年５月から８年３月まで 

    20 歳になった平成５年５月から就職した８年３月までの国民年金保険料

は、母が加入手続をし、Ａ市から送られてきた納付書で２回に分けて納付し

た。未加入となっていることに納得できないので、年金記録を訂正してほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間について、申立人の母親が国民年金の加入手続を行い、国民年金保

険料を納付していたことを示す関連資料(確定申告書、家計簿等)が無い上、母

親に当時の事情を聴取しても記憶が不明確であるため、国民年金の加入状況、

保険料の納付状況等が不明である。 

   また、申立人の母親は、「申立てに係る年金手帳は娘の結婚時に持参させた。」、

「子供の国民年金保険料を納付するため、近所の友人と一緒に金融機関の職員

に集金に来てもらっていた。」と証言するが、申立人は就職時に交付された年

金手帳以外は所持しておらず、その友人からも納付を裏付けるだけの証言は得

られなかった。 

   さらに申立人が、申立期間について保険料を納付していたことをうかがわせ

る周辺事情も見当たらず、申立期間は国民年金の未加入期間であり、制度上、

保険料を納付することはできない上、別の国民年金手帳記号番号が払い出され



ていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。



滋賀国民年金 事案 457 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 47 年 10 月から 57 年８月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47 年 10 月から 57 年８月まで 

社会保険事務所に国民年金の納付記録を照会したところ、昭和 47 年 10 月

から 57 年８月までが未加入期間との回答だった。 

しかし、最初は 700 円から始まって、何年か後に 1,400 円ぐらいを集金の

人に支払っていた記憶があるので、納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無い上、申立人は、国民年金の加入手続及び保険

料の納付状況についての記憶が不明確であるため、国民年金の加入状況、保険

料の納付状況等が不明である。 

また、申立人は申立期間、国民年金任意加入の対象期間であり、申立人の国

民年金手帳記号番号は、昭和57年10月20日に払い出されていることが社会保険

事務所の国民年金手帳記号番号払出簿から確認できることから、申立期間は国

民年金の未加入期間であり、制度上、国民年金保険料を納付することはできな

い期間であり、ほかに、申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる

周辺事情も見当たらない。 

さらに、申立期間に別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをう

かがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



滋賀国民年金 事案 458 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成４年２月の国民年金保険料については、納付していたものと認

めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成４年２月 

     私の国民年金の記録は、65 歳の老齢年金裁定請求時の資格訂正により平

成４年２月分が未納とされた。私はＡ市役所の指示どおりに手続を行い、支

払うべき保険料はすべて支払ってきた。 

未納とされたことは、納得できない。記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の年金手帳には、申立人の夫が平成４年２月24日に厚生年金保険の資

格を喪失したことに伴う、申立人に係る第３号被保険者から第１号被保険者へ

の国民年金種別変更日が同年３月１日と記載されていることから、この時点で

は申立期間は第３号被保険者期間となっていたことが確認できる。 

一方、社会保険庁の記録から、この種別変更日が、平成９年９月12日に４年

３月１日から同年２月24日に訂正され、これに伴って申立期間は第３号被保険

者から第１号被保険者の未納期間に訂正されたことが確認でき、この時点では、

申立期間は既に時効となっていたため、申立人が申立期間の保険料を納付する

ことはできなかったと推察される。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。



滋賀国民年金 事案 459 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 38 年４月から 39 年６月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 大正８年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38 年４月から 39 年６月まで 

    国民年金保険料の全額免除を受けた昭和38年４月から41年３月までの期

間の保険料の追納を勧めるお知らせ（昭和 47 年７月 25 日付け）が町役場か

らあり、保険料を追納したのに、申立期間については全額免除期間のままと

なっている。 

私は、昭和 39 年７月から 41 年３月までの追納保険料の領収証書を持って

おり、それ以前の期間の保険料も追納したと思うので、申立期間の納付を認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、町役場が発行した追納勧奨文書を所持しており、これを受けて申

立期間の保険料を追納したと主張しているが、申立人が申立期間の保険料を納

付していたことを示す関連資料(家計簿、確定申告書等)が無い上、納付時期や

納付金額についての申立人の記憶が不明確であるため、保険料の納付状況等が

不明である。 

また、申立人は追納勧奨文書に記載された全額免除期間のうち、昭和 39 年

７月から 41 年３月までの保険料の領収証書を所持しており、同証書には、49

年 10 月 30 日の領収印が押されていることから、申立期間の保険料は時効によ

り追納できなかったものと考えられ、それ以前に保険料を追納したか否かにつ

いての申立人の記憶は不明確である。 

このほか、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周

辺事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



滋賀国民年金 事案 460 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 42 年２月から 47 年５月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住    所 ：  

 

 ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42 年２月から 47 年５月まで 

昭和 41 年２月に会社を退職後、国民健康保険被保険者証が必要となった

ため、Ａ区役所に行き、当時の最高額の保険料を納付した。 

国民年金の保険料も納付したと思うので、申立期間の納付を認めてほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書等）が無い上、国民年金の加入手続や保険料の納付について

の申立人の記憶が曖昧
あいまい

であるため、保険料の納付状況等が不明である。 

また、申立人に対し国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は無く、申立

期間は未加入期間であり、制度上保険料を納付することができない期間である。 

このほか、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことをうかが

わせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。



滋賀国民年金 事案 461 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和36年４月から38年９月までの期間及び40年８月から44年３

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

    住   所 ：  

 

 ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36 年４月から 38 年９月まで 

             ② 昭和 40 年８月から 44 年３月まで 

    当時は、町内の婦人会の方が集金に来ており、夫の分と一緒に国民年金保

険料を納付していたと思う。夫が納付済みとなっており、私が未納となって

いるのは納得がいかない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書等）が無い上、国民年金の加入手続や保険料の納付等につい

ての申立人の記憶が不明確であるため、保険料の納付状況等が不明である。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 45 年１月 22 日に払い出されて

おり、この時点では、申立期間①及び申立期間②の過半は時効により納付でき

ない期間であり、残る期間も過年度となるため、その保険料を納付組織の集金

人に納付することはできず、別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたこ

とをうかがわせる事情は見当たらない。 

このほか、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことをうかが

わせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



滋賀厚生年金 事案 246 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  1 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ：  昭和 56 年２月から同年 12 月まで 

昭和 56 年２月から同年 12 月の期間、Ａ市、Ｂ市で、Ｃ社の人夫さんの賄

いを同僚と共にしていた。厚生年金保険料が給与から天引きされていたので、

厚生年金保険の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険加入記録及び同僚の証言により、申立人が申立期間にＣ社に勤務し

ていたことは推認できるものの、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は

無い。 

   また、社会保険事務所が保管するＣ社の健康保険厚生年金保険事業所別被保

険者名簿を確認したが、申立期間において、健康保険の整理番号に欠番は無く、

申立人の氏名は見当たらない。 

さらに、申立期間中において、申立人と同様の業務に従事していた同僚は、

同事業所に勤務していた期間について、厚生年金保険の適用が無かったので国

民年金に加入していたと証言しているとともに、申立人も申立期間について国

民年金に加入し、保険料をすべて納付している。 

 このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料、周辺事情は無い。 

 これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



滋賀厚生年金 事案 247 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないと認めることはでき

ない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和４年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ：  昭和 19 年 10 月１日から 30 年５月 10 日まで 

    Ａ社に勤めていた昭和19年10月１日から30年５月10日までの厚生年金

保険加入期間について、社会保険事務所に照会したところ、脱退手当金を支

払ったとの回答を受けた。しかし、脱退手当金を受け取った事実は無く、こ

の期間についても年金額に加えてもらいたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の厚生年金保険被保険者台帳には、「脱退手当金支給済」と記されて

いるとともに、申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、申立

期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約１か月後の昭和 30 年６月

15 日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金を

受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないと認めることはできない。



滋賀厚生年金 事案 248 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 32 年５月６日から 39 年２月 12 日まで 

    私は、結婚前にＡ事業所とＢ事業所に勤務して厚生年金保険に加入してい

た。 

ところが、社会保険事務所に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、

Ａ事業所で昭和 32 年５月６日から 33 年２月 12 日までとＢ事業所で同日か

ら 39 年２月 12 日まで厚生年金保険に加入していたが、脱退手当金が支給さ

れているとの回答であった。 

しかし、退職時に脱退手当金の説明を受けたことも脱退手当金を受け取っ

たことも無いので、厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の脱退手当金は支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚

生年金保険資格喪失日から約２か月後の昭和39年４月９日に支給決定されて

いるなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人が勤務していた事業所の厚生年金保険被保険者名簿に記載さ

れている女性のうち、申立人と前後して資格喪失した複数の同僚は、「事業

所から脱退手当金の請求書類を渡され、言われるままに手続した。」と証言

している上、申立人に聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当

金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は申立期間

に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



滋賀厚生年金 事案 249 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 53 年５月から 56 年８月まで 

    Ａ社に勤務していた申立期間の厚生年金保険被保険者記録を確認したと

ころ、厚生年金保険の加入記録が無いとの回答であった。 

しかし、間違いなく厚生年金保険に加入していたはずなので納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

当時の同僚の証言により、申立人がＡ社に勤務していたことは確認できるが、

申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。 

また、社会保険事務所が保管するＡ社の健康保険厚生年金保険被保険者名

簿を確認したところ、申立人の記録は見当たらず、健康保険の整理番号に欠

番は無い。 

さらに、Ａ社は既に全喪しており、申立人に係る勤務実態、厚生年金保険

の適用及び厚生年金保険料の控除の状況を確認できる関連資料や証言を得る

ことはできなかった。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



滋賀厚生年金 事案 250 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

       

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 38 年５月 21 日から同年９月１日まで 

             ② 平成元年７月 31 日から３年８月８日まで 

    厚生年金保険の加入期間について照会したところ、Ａ社に勤務していた①

の期間については加入記録が無く、Ｂ社とＣ社の両社に勤務していた②の期

間については、Ｂ社のみ記録があり、Ｃ社については記録が無いとの回答が

あった。 

しかし、私は、加入記録が無いとされているいずれの事業所にも、申立期

間に勤務し給与から厚生年金保険料を控除されていたので、これを認めてほ

しい。                 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、申立人が保管する賞与明細書及び同僚の証言により、

申立人が同期間にＡ社に勤務していたことは推認できる。 

しかし、申立人が申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていた事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無い上、

元事業主や同僚から聞き取りを行っても、これを確認できる関連資料及び周辺

事情は得られなかった。 

申立期間②については、複数の同僚の証言及び申立人の詳細な申立内容から、

申立人が同期間にＢ社のほか、Ｃ社に勤務していたことは推認できる。 

    しかし、同時に２以上の適用事業所に勤務し、そのいずれからも給与の支給

を受けることとなった場合は、被保険者が適用事業所を管轄するいずれの社会

保険事務所で厚生年金保険の適用を受けるかを選択した上で、社会保険事務所

に「被保険者所属選択・二以上事業所勤務届」を提出する必要があり、この手

続が行われない限り、標準報酬月額の決定が適正に行われたものとは認められ



ない。申立人は同手続をした記憶は無いと回答していることから、Ｂ社に限り、

その報酬月額に基づき標準報酬月額が決定され、厚生年金保険料が控除されて

いるものと考えるのが妥当である。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



滋賀厚生年金 事案 251 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間①及び②について、船員保険被保険者として船員保険

料及び申立期間③について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 45 年５月から同年９月まで 

            ② 昭和 45 年 10 月から同年 12 月まで 

③ 昭和 48 年５月から同年８月まで 

    申立期間①及び②は、船主（事業主）が違う二つのマグロ漁船（Ａ丸とＢ

丸）に船員として乗船しており、申立期間③は、Ｃ社において荷役の仕事を

していた。 

当時の給与明細書等の資料は持っていないが、間違いなく勤務していたの

で、これらの期間を船員保険及び厚生年金保険の加入期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間①、②及び③に係る船員保険料及び厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていた事実を確認できる給与明細書、源泉徴収

票等の資料は無い。 

申立期間①について、社会保険事務所が保管する船員保険適用事業所に係

る記録を確認しても、申立人が乗船していたと考えられる船舶名は見当たら

ない。 

申立期間②については、申立期間①と同様の確認により、申立ての船舶名

（Ｂ丸）は見当たらないが、Ｂ社という適用事業所が存在していたことが確

認できる。 

しかしながら、Ｂ社の元事業主等に照会しても、申立人が同社の所有する

船舶に乗船していたとの証言を得ることはできず、社会保険事務所が保管す

る同社の船員保険被保険者名簿を確認しても、申立期間において申立人の氏

名の記載は無く、被保険者証の番号にも欠番は無い。 



また、申立人が申立期間①及び②を通じて、一緒に乗船していたと主張す

る同僚の船員保険の加入記録を見ると、Ｂ社において、昭和 45 年３月 20 日

から同年 12 月 13 日まで加入が継続していることが確認でき、申立期間①及

び②の船主（事業主）は別であったとする申立人の記憶とは相違する。 

このほか、Ｂ社は既に全喪しており、申立てに係る事実を確認できる関連

資料や周辺事情を得ることはできなかった。 

申立期間③については、Ｃ社は、当時の賃金台帳、労働者名簿等の資料を

保存しておらず詳細は不明であるが、同事業所では、「当時、荷役業務は、日

雇い労働者又は臨時雇いの労働者が行っており、厚生年金保険には加入させ

ていなかったと思う。」と回答している。 

 これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が船員保険被保険者として申立期間①及び②に係る船員保険料及び厚

生年金保険被保険者として申立期間③に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことを認めることはできない。 


